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会 社 名 株式会社アバールデータ            店頭登録銘柄 
コ ー ド 番 号 ６９１８                 本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.avaldata.co.jp）                      東京都 
問 い 合 わ せ 先 責任者役職名 総務部 ゼネラルマネジャー ＴＥＬ（０４２）７３２－１０００ 
          氏    名 大 関 拓 夫     
決算取締役会開催日 平成 14 年 5 月 30 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１．１４年３月期の連結業績(平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日) 
(1) 連結経営成績            （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
 売 上 高  営業利益 経常利益 
 
１４年３月期 
１３年３月期 

    百万円   ％ 
  5,099  ( △ 48.9) 
  9,971  (    52.5) 

    百万円   ％ 
 △  277  (  －  ) 
  1,510  ( 193.4) 

    百万円   ％ 
△ 266  (  －  ) 

  1,606  ( 190.5) 
  
 

当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１４年３月期 
１３年３月期 

   百万円   ％ 
△ 360  (  －  ) 

    673  ( 331.8) 

円 銭 
△ 44 74 
   83 48 

円 銭 
 － － 
 － － 

％ 
△  5.6 
   10.6 

％ 
△  3.1 
   17.6 

％ 
△  5.2 
   16.1 

(注)1.持分法投資損益      14 年 3 月期   － 百万円  13 年 3 月期    －百万円 
  2.期中平均株式数（連結） 14 年 3 月期   8,061,386 株  13 年 3 月期  8,062,979 株 
  3.会計処理の方法の変更     無 

4.売上高､営業利益､経常利益､当期純利益におけるパーセント表示は､対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１４年３月期 
１３年３月期 

百万円 
    7,327 
   10,025 

百万円 
   6,209 
   6,656 

％ 
    84.7 
    66.4 

円  銭 
    770 32 
    825 65 

(注) 期末発行済株式数（連結）14 年 3 月期  8,061,078 株   13 年 3 月期  8,062,678 株 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 
   営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
 期   末   残   高 

 
１４年３月期 
１３年３月期 

百万円 
     354 
    883 

百万円 
   △  38 
   △ 531 

百万円 
   △  54 
   △ 353 

百万円 
    724 
    464 

  
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数       １社  
持分法適用非連結子会社数  該当事項はありません。 
持分法適用関連会社数    該当事項はありません。 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 該当事項はありません。 
 
２． １５年３月期の連結業績予想(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 
百万円 

     2,400 
百万円 

    △ 140 
百万円 

    △ 100 
通   期           5,200         △   60         △   70 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) △ 8 円 68 銭  
平成 15 年 3 月期の結業績予想の前提条件および連結業績予想の利用にあたっての注意事項等については、
添付資料の 5ページをご参照ください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 

当企業集団は、当社及び連結子会社 1社で構成され、営んでいる主な事業は、自社製品である組込

みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機器の製造・販売並びに受注製品である半導体製造装

置関連機器、産業用制御機器、計測機器の製造・販売を主な内容とし、更に各事業に関連する開発等

の事業を展開しております。 

当企業集団の事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（自 社 製 品） 

連結子会社である㈱アバール長崎へ製造委託したのち製品の供給を受けております。販売につ

いては㈱アバール長崎は九州地区の販売代理店として販売を担当しております。 

（受 注 製 品） 

当社が主に開発、製造販売を行っており、主要株主である㈱ニコン及びその関係会社、その他

の顧客に販売しております。 

 

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

 

 
 

 

 
 

  主要株主 ㈱ニコン 
㈱ニコンの関係会社 

   受 注 製 品 
   その他の得意先 

             ㈱    ア    バ    ー    ル    デ    ー    タ 

             自   社   製   品        受  注  製  品 

   連 結 子 会 社 

  ㈱ ア バ ー ル 長 崎 

  自社製品  得 意 先 
 

製 

品 

 

製 

品 

連結子会社は次のとおりであります。 
連結子会社 
  ㈱ ア バ ー ル 長 崎    電子機器の開発・製造・販売 

製品加工 

 製造委託 
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２．経 営 方 針 
 

（1）経営の基本方針 
当社グループは、今後の事業活動の方向性を明確にするために策定しました“２００１年度中期経
営計画”の企業コンセプト（AAAAdvanced VVVValue CCCCreator＝明日の夢を知恵と一歩先ゆく技術でかなえる
企業）を企業活動の中核に置き、継続的なＡＡＡＡ’’’’valuevaluevaluevalue の追求に努め、常にお客様に必要な価値のある製
品とサービスを提供し、長期的な発展のできる企業構造の確立に取り組んでおります。 
そして品質保証システムＩＳＯ９００１に則り、自らの品質方針（お客様の信頼と満足を得る製品
を提供する）を遵守し、さらに、地球環境保全に対しては環境マネージメントシステムＩＳＯ１４０
０１の精神を理解し企業の社会的責任を果たす企業活動を続けてまいります。 

（2）利益配分に関する基本方針 
当社は株主への利益還元を経営の最重要施策の一つと考え、継続的な安定配当を目指すと共に企業
体質の強化および積極的な事業展開のために必要な内部留保の充実に努めております。 
このような基本方針のもと、当期における株主配当金につきましては、当面の業績並びに今後の経
営環境等を総合的に勘案し、一株当たり 4 円（一株当たりの中間配当 2 円）の配当を実施させていた
だく予定であります。 

（3）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
当社グループは、最大事業分野である半導体製造装置及び産業用制御機器分野においては、引き続
き積極的に経営資源を投入し自社技術を生かした提案型の営業展開を行い、また、今後継続的に拡大
が見込まれる情報通信分野においてはコアテクノロジーとしての通信、ネットワーク技術の醸成をは
かり自社新製品及び受注製品の開発を推進します。 
そして主たる市場である半導体製造装置業界特有の急激な需要変動のなかで、これに対応するため
に毎年、中期経営計画を策定し中長期的な展望のもと、経営資源の有効活用等により経営の効率化を
行い、収益の回復及び財務状況の改善を図り企業体質の強化に努めます。 

 

３．経営成績及び財政状態 
 

（1）当期の概況 
当期のわが国経済は、継続的な個人消費の低迷に加えて、前年度後半からの米国を始めとする、ア
ジア経済など海外景気の後退、国内の不良債権処理による金融不安などにより、急激な生産・在庫調
整が顕著になり、依然として厳しい状況が続きました。 
一方、当社グループをとりまく半導体製造装置業界においても、半導体市場を牽引してきた携帯電
話、パソコン、ゲーム機などの情報技術関連機器が供給過剰となり市況は低迷し、大手半導体メーカ
ーにおいては設備投資の大幅な抑制が行われております。この影響で当社グループも半導体製造装置
関連の受注が激減いたしました。 
このような状況のもと、当社グループは、主として受注製品を製造している厚木事業所にて将来の
需要変化に迅速に対応できるよう建物の増改築及び生産関連スペースの再配置を行い、生産活動全般
の効率化を目指しました。また急激な需要減に対応して変動費の削減及び固定費の抑制等あらゆる費
用の節減を行い業績の改善に努めました。 
しかしながらその結果、売上高 5,099 百万円（前期比 48.9％減）、経常損失 266 百万円（前期
は 1,606 百万円の利益）、当期純損失 360 百万円（前期は 673 百万円の利益）となりました。 
品目別売上高の状況は次のとおりであります。 
[自社製品 組込みモジュール] 
当該品目のＶＭＥ規格によるモジュールについては、半導体製造装置業界、部品実装機業界の
急激な低迷により売上は大幅に減少いたしました。ＣｏｍｐａｃｔＰＣＩ規格によるモジュール
においても、下期は影響を免れず、組込みモジュール全体としての売上高は大幅に減少となりま
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した。 
その結果は、売上高 797 百万円（前期比 46.3％減）となりました。 

[自社製品 画像処理モジュール] 
当該品目は、当社グループの戦略事業の一つとして位置づけ、高性能・低価格を目指して自社
開発した画像処理ＬＳＩを採用したＰＣＩバス規格、ＣｏｍｐａｃｔＰＣＩ規格の画像処理モジ
ュール群を、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い、拡販に努めましたが、景気の影響
を受け、売上高は減少となりました。 
その結果は、売上高 186 百万円（前期比 8.3％減）となりました。 

[自社製品 計測通信機器] 
当該品目のデバイスプログラマ（ＰＥＣＫＥＲシリーズ）は時代の趨勢から縮小方向で進めて
おります。一方、ネットワーク監視装置のＮｅｔＤＯＣシリーズ「ＬＡＮ対応機」は徐々に市場
に浸透しはじめ、更に新開発の「ＷＡＮ対応機」を市場投入いたしました。 
また、ＣＴＩ分野の製品として、電話回線に対応した「音声／ＦＡＸ応答モジュール：ＣＴＶ
／ＣＴＦシリーズ」につきましては、設備投資抑制の影響を受けて、売上高は減少し、当該品目
全体としての売上高は減少となりました。 
その結果は、売上高 219 百万円（前期比 22.0％減）となりました。 

 [受注製品 半導体製造装置関連] 
当該品目は、国内外の半導体メーカーの急激な設備投資抑制により半導体・液晶製造装置向け
の受注製品が大幅な受注減となり、売上高は大幅に減少となりました。 
その結果は、売上高 2,572 百万円（前期比 59.3％減）となりました。 

[受注製品 産業用制御機器] 
当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計、製造を行い特機製品とし
て提供しておりますが、経済環境の悪化を大きく受けない製品が貢献し、売上高は増加いたしま
した。 
その結果は、売上高 797 百万円（前期比 36.3％増）となりました。 

[受注製品 計測機器] 
当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の設計、製造を行い特
機製品として提供しておりますが、経済環境の悪化による設備投資抑制により売上高は大幅に減
少いたしました。 
その結果は、売上高 249 百万円（前期比 65.2％減）となりました。 

[商品 自社製品関連商品] 
当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機器等の販売促進
と、システム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェア及び附属の周辺機器販売を行っ
ておりますが、主製品の売上減の影響で当該品目全体としての売上高は減少いたしました。 
その結果は、売上高 277 百万円（前期比 25.7％減）となりました。 

（2）当期のキャッシュ・フローの状況 
 

項 目 
前連結会計年度 

自 平成 12 年 4月 1日
至 平成 13 年 3 月 31 日

当連結会計年度 
自 平成 13 年 4月 1日
至 平成 14 年 3 月 31 日

比較増減 

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ８８３ ３５４ △ ５２８ 

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ５３１ △ ３８  ４９２ 

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ３５３ △ ５４  ２９８ 

現金及び現金同等物の増減額 △     １  ２６０  ２６２ 

現金及び現金同等物の期末残高 ４６４ ７２４ ２６０ 
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営業活動によるキャッシュ・フロー は、減価償却費 178 百万円の計上及び売上債権、棚卸資産、
未収入金の減少等が、仕入債務の減少や法人税の支払等を上回ったことにより、354 百万円のプラ
スとなりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻等といった増加要因に対し、有形固定資
産等の取得等による減少要因が上回ったことにより、38 百万円のマイナスとなりました。有形固定
資産の取得は主として厚木事業所の増改築に伴うものです。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額 40 百万円といった増加要因に対し、
配当金の支払等といった減少要因が上回ったことにより、54 百万円のマイナスとなりました。 
以上、営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フローの集計より現金及び現金同等物
の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ 260 百万円増加し、724 百万円となりました。 

(3) 次期の見通し 
今後の経営環境につきましては、輸出の下げ止まりなど緩やかな景気回復の兆しが見えてきたもの
の、民間の設備投資は抑制されたまま、雇用の不安、個人消費の低迷等、先行きは依然として不透明
感を払拭できずに推移するものと予測されます。 
また、半導体市場においては、アジア及び米国などでは、新規設備投資の増加に動き始めておりま
すが、国内の半導体メーカーは、当面、新規設備投資につきましては慎重な姿勢を継続するものと思
われます。 
このような状況のもと、当社グループは引き続き関連の深い半導体製造装置関連業界の動向に注目
しながら市場のニーズに合致した製品の開発、製造及び販売を推進いたします。 
 また、通信ネットワーク、画像処理機器等の事業分野におきましては、従来からの当社グループの
コアテクノロジーを活用し、さらに引き続きこれらを今後の基盤事業としての確立に向けて経営資源
を投入いたします。 
また、急激な半導体製造装置関連の需要増加に備えながら、引き続き固定費の抑制と、柔軟な生産
体制による生産性の向上、変動費及びその他の経費の削減により収益の改善を目指すとともに、成果
主義の徹底により人材の活性化を強力に推し進め、業務全般並びに組織の効率化を行い経営体質の強
化に努めます。 
現在における通期の業績の見通しは、次のとおりです。 
連結業績見通し 
売上高     ５，２００百万円（前期比  ２．０％増） 
経常利益      △  ６０百万円（前期比     － ） 
当期純利益    △  ７０百万円（前期比     － ） 
単独業績見通し 
売上高     ３，７５０百万円（前期比  ６．９％増） 
経常利益     △１１０百万円（前期比     － ） 
当期純利益    △１００百万円（前期比     － ） 



４．連結財務諸表等

（1）連結貸借対照表
        　       （単位：千円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末 比較増減
　　科　目　　　　 　期　別 （平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在） （△は減）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
（ 資 産 の 部 ） ％ ％

Ⅰ　流 動 資 産
1. 現 金 及 び 預 金 848,097 698,800 △ 149,296
2. 受取手形及び売掛金 1,841,676 902,381 △ 939,294
3. 有 価 証 券 13,014 140,068 127,053
4. た な 卸 資 産 2,353,743 1,430,468 △ 923,274
5. 繰 延 税 金 資 産 108,244 22,360 △ 85,883
6. 未 収 入 金 1,433,418 452,177 △ 981,240
7. 未 収 還 付 法 人 税 等 － 12,210 12,210
8. そ の 他 の 流 動 資 産 15,659 14,038 △ 1,620
9. 貸 倒 引 当 金 12,777 3,401 9,376
流 動 資 産 合 計 6,601,077 65.8 3,669,106 50.1 △ 2,931,970

Ⅱ　固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産
(1) 1,244,644 1,493,006

533,187 711,457 557,647 935,359 223,901
(2) 529,286 566,679

312,982 216,304 356,996 209,682 △ 6,621
(3) 1,481,199 1,481,199 －
(4) 141,628 5,229 △ 136,398
(5) 344,001 350,187

255,457 88,543 271,230 78,957 △ 9,586
有 形 固 定 資 産 合 計 2,639,134 26.3 2,710,427 37.0 71,293
2. 無 形 固 定 資 産 56,284 0.6 86,990 1.2 30,705
3. 投資その他の資産
(1) 539,860 555,828 15,968
(2) 66,258 227,043 160,785
(3) 123,495 79,734 △ 43,761
(4) 336 1,428 △ 1,091
投資その他の資産合計 729,277 7.3 861,178 11.7 131,900
固　定　資　産　合　計 3,424,696 34.2 3,658,596 49.9 233,900
資　  産　  合 　 計 10,025,773 100.0 7,327,703 100.0 △ 2,698,070

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
その他の投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

△

△

建物及び構築物

その他の有形固定資産

建 設 仮 勘 定

△

△
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（単位：千円）
前連結会計年度末 当連結会計年度末 比較増減

　　科　目　　　　　　期　別 （平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在） （△は減）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

Ⅰ　流 動 負 債

1. 支払手形及び買掛金 1,868,084 318,977 △ 1,549,106

2. 短 期 借 入 金 － 40,000 40,000

3. 未 払 法 人 税 等 591,947 9,938 △ 582,009

4. 賞 与 引 当 金 146,200 81,760 △ 64,440

5. そ の 他 の 流 動 負 債 244,593 107,604 △ 136,989

流 動 負 債 合 計 2,850,825 28.4 558,280 7.6 △ 2,292,545

Ⅱ　固 定 負 債

1. 退 職 給 付 引 当 金 81,282 110,874 29,592

2. 役員退職慰労引当金 88,003 108,485 20,482

3. そ の 他 の 固 定 負 債 11,569 5,784 △ 5,784

固 定 負 債 合 計 180,854 1.8 225,145 3.1 44,290

負 債 合 計 3,031,680 30.2 783,425 10.7 △ 2,248,254

（ 少数株主持分 ）

少 数 株 主 持 分 337,115 3.4 334,654 4.6 △ 2,460

（　資 本 の 部 ）

Ⅰ 2,354,094 23.5 2,354,094 32.1 －

Ⅱ 2,444,942 24.4 2,444,942 33.4 －

Ⅲ 1,824,436 18.2 1,359,476 18.5 △ 464,959

Ⅳ 35,460 0.3 53,936 0.7 18,476

6,658,934 66.4 6,212,451 84.7 △ 446,483

Ⅴ 自　　己　　株　　式 1,956 △0.0 2,828 △0.0 △ 871

資 本 合 計 6,656,977 66.4 6,209,622 84.7 △ 447,354

10,025,773 100.0 7,327,703 100.0 △ 2,698,070

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

△△
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（2）連結損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度

　　　　　　　期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日

　　　科　目　　　　　　　　　　 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額
％ ％

Ⅰ　流 動 資 産売   　　上　　   高 9,971,755 100.0 5,099,664 100.0 △ 4,872,091

Ⅱ　流 動 資 産売    上    原    価 6,946,992 69.7 3,953,147 77.5 △ 2,993,845

3,024,762 30.3 1,146,517 22.5 △ 1,878,245

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,514,425 15.2 1,424,386 27.9 △ 90,039

営 業 利 益 （ △ 損 失 ） 1,510,337 15.1 277,868 5.4 △ 1,788,205

Ⅳ 営 業 外 収 益

1. 受 取 利 息 1,117 955

2. 受 取 配 当 金 2,687 4,131

3. 有 価 証 券 売 却 益 66,463 11,210

4. 仕 入 割 引 8,292 2,568

5. 賃 貸 収 入 5,307 5,363

6. そ の 他 15,064 98,933 1.0 6,587 30,816 0.6 △ 68,116

Ⅴ 営 業 外 費 用

1. 支 払 利 息 1,503 817

2. 債 権 売 却 損 968 1,204

3. 有 価 証 券 評 価 損 － 15,744

4. 有 価 証 券 売 却 損 － 1,730

5. そ の 他 218 2,690 0.0 － 19,496 0.4 16,805

経 常 利 益 （ △ 損 失 ） 1,606,579 16.1 266,548 5.2 △ 1,873,128

Ⅵ 特  別  利  益

1. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － － 9,388 9,388 0.1 9,388

Ⅶ 特  別  損  失

1. 固 定 資 産 除 却 損 19,239 31,151

2. 固 定 資 産 売 却 損 4,599 －

3. 会 員 権 評 価 損 34,631 11,573

4. 会 員 権 売 却 損 300 －

5. 投資有価証券評価損 － 18,489

6. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 1,103

7. 退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 処 理 額 69,692 －

8. 過 年 度 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 67,132 195,596 2.0 67,132 129,451 2.5 △ 66,144

1,410,983 14.1 386,611 7.6 △ 1,797,595

647,617 31,893

－ 14,942

46,843 600,773 6.0 87,947 41,112 0.8 △ 641,885

137,086 1.4 15,204 0.3 △ 121,881
673,123 6.7 360,704 7.1 △ 1,033,828

売 上 総 利 益

比較増減
（△は減）

当期純利益（△純損失）

税金等調整前当期純利益（△純損失）

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

過年度法人税 ､住民税及び事業税

( () )

△△

△△

△△

△ △

△

△

△

△
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（3）連結剰余金計算書
（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度
          期   別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
  科   目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

金　　額 金　　額 金   額

Ⅰ 1,242,659 1,824,436 581,776

Ⅱ

1. 配 当 金 80,632 80,623

2. 役 員 賞 与 10,714 23,630

（うち監査役賞与） (1,200) 91,347 (2,000) 104,254 12,907

Ⅲ 673,123 360,704 1,033,828

Ⅳ 1,824,436 1,359,476 464,959

当期純利益（△純損失）

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

(  ) ( )
比較増減
（△は減）

△ △

△
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（4）連結キャッシュ・フロー計算書
  （単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度

                     　　　期　別 自 平成12年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日

　　　科　目 至 平成13年 3月31日 至 平成14年 3月31日

金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－
税金等調整前当期純利益（△純損失） 1,410,983 △ 386,611 △ 1,797,595
減 価 償 却 費 146,406 178,368 31,962
賞与引当金の増減額（減少：△） 35,500 △ 64,440 △ 99,940
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 3,805 △ 5,086 △ 1,281
支 払 利 息 1,503 817 △ 686
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 88,003 20,482 △ 67,521
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 81,282 29,592 △ 51,689
固 定 資 産 除 却 損 19,239 31,151 11,912
固 定 資 産 売 却 損 4,599 － △ 4,599
有 価 証 券 売 却 益 △ 66,463 △ 11,210 55,252
有 価 証 券 売 却 損 － 1,730 1,730
有 価 証 券 評 価 損 － 15,744 15,744
投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 18,489 18,489
会 員 権 評 価 損 34,631 11,573 △ 23,057
会 員 権 売 却 損 300 － △ 300
売上債権の増減額（増加：△） △ 56,451 939,294 995,746
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 589,424 923,274 1,512,699
未収入金の増減額（増加：△） △ 628,266 981,240 1,609,507
仕入債務の増減額（減少：△） 521,441 △ 1,526,181 △ 2,047,622
未払消費税等の増減額（減少：△） 49,118 △ 55,211 △ 104,329
そ の 他 5,048 △ 86,490 △ 91,539
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 12,500 △ 27,500 △ 15,000

小　　　計 1,041,147 989,028 △ 52,119
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 3,789 5,140 1,350
利 息 の 支 払 額 △ 1,495 △ 817 678
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 160,423 △ 638,985 △ 478,562
営業活動によるキャッシュ・フロー 883,018 354,365 △ 528,652
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 491,000 △ 124,000 367,000
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 214,000 404,000 190,000
投資有価証券の取得による支出 △ 9,300 △ 11,000 △ 1,700
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 － 3,000 3,000
有形固定資産の取得による支出 △ 258,766 △ 293,648 △ 34,881
有形固定資産の売却による収入 2,478 － △ 2,478
無形固定資産の取得による支出 △ 27,996 △ 49,451 △ 21,455
出 資 金 の 分 配 金 に よ る 収 入 56,016 29,529 △ 26,487
会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入 1,200 － △ 1,200
そ の 他 △ 17,651 2,954 20,606
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 531,018 △ 38,616 492,402
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（減少：△） △ 172,000 40,000 212,000
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 96,750 － 96,750
配 当 金 の 支 払 額 △ 80,632 △ 80,623 8
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 3,000 △ 13,500 △ 10,500
そ の 他 △ 1,101 △ 871 230
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 353,484 △ 54,995 298,489
Ⅳ △ 1,484 260,753 262,238
Ⅴ 465,599 464,114 △ 1,484
Ⅵ 464,114 724,868 260,753

現金及び現金同等物の増加額（減少額：△）
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

( ）( ） 比較増減
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（5）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
 （1）連結子会社    1 社 
     株式会社アバール長崎 
 （2）非連結子会社 
     該当ありません。 
 ２．持分法の適用に関する事項 
     該当ありません。 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
     連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 
 ４．会計処理基準に関する事項 
 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ① 有価証券 

その他有価証券 
ａ 時価のあるもの：連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法によ
って算定しております。） 

ｂ 時価のないもの：移動平均法による原価法 
   ② たな卸資産 

ａ 製品・商品：先入先出法による原価法 
ｂ 原 材 料：月次総平均法による原価法 
ｃ 仕 掛 品：個別法による原価法 
ｄ 貯 蔵 品：最終仕入原価法 

（2）重要な減価償却資産の減価償却方法 
① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、
定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建          物          ７～３８年 
機  械  装  置          ２～１０年 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア  ５年 
（3）重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

② 賞与引当金 
支給見込額を基準として算定計上しております。 

③  退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、計上しております。 
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④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく要支給額を計上しており
ます。 
なお、過年度相当額 134,256 千円は、前連結会計年度より２年間にわたって均等繰入すること

とし、当連結会計年度においては、67,132 千円を特別損失に計上しております。 
（4）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（5）消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
    該当ありません。 
 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 
    該当ありません。 
 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づい
て作成しております。 

 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま
す。 
 

（６）連結財務諸表に対する注記事項 
 
 １．連結貸借対照表関係 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在) 

  (1) 担保提供資産及び担保付債務 （1）担保提供資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとおりであります。 
               建      物       56,303 千円 
               土      地      208,000 
                 合  計        264,303 千円 
担保付債務は次のとおりであります。 
               短期借入金         40,000 千円 
                  

(2) 連結会計年度末日満期手形の会計処理 
当連結会計年度末日は,金融機関の休日でしたが,
満期日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。当連結会計年度末残高から除かれております当
連結会計年度末日満期手形は次のとおりでありま
す。 

受取手形         91,999 千円 
支払手形        235,906 千円 

(2) 連結会計年度末日満期手形の会計処理 
当連結会計年度末日は,金融機関の休日でしたが,
満期日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。当連結会計年度末残高から除かれております当
連結会計年度末日満期手形は次のとおりでありま
す。 

受取手形     86,907 千円 
支払手形     25,346 千円 

  
２．連結損益計算書関係 

前連結会計年度 当連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 至 平成 14 年 3 月 31 日 

(1) 販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額 （1）販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額 
給与手当・賞 与 420,207 千円 給与手当・賞 与 358,470 千円 

賞与引当金繰入額 44,010 千円 賞与引当金繰入額 22,080 千円 

( ) ） （ 
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広告宣伝費 41,001 千円 広告宣伝費 29,106 千円 

減価償却費 38,869 千円 減価償却費 37,177 千円 

租税公課 15,101 千円 租税公課 23,399 千円 

研究開発費 518,367 千円 研究開発費 596,250 千円 
  （2） 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

518,367 千円 
 (2) 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

596,250 千円 
(3) 固定資産除却損の内訳 (3) 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 17,979 千円 建物及び構築物 27,646 千円 

機械装置及び運搬具 248 千円 機械装置及び運搬具 993 千円 

その他有形固定資産 
合   計 

1,011 千円 
19,239 千円 

その他有形固定資産 
無形固定資産 
 

1,591 千円 
919 千円 

  合   計 31,151 千円 

(4) 固定資産売却損の内訳 (4) 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 4,517 千円   
その他有形固定資産 82 千円   

合   計 4,599 千円   

    
３．連結キャッシュ・フロー計算書関係 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成 13 年 3 月 31 日現在） （平成 14 年 3 月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 848,097 千円 現金及び預金勘定 698,800 千円 

預入期間が 3ヵ月を超える 
定期預金 

△ 394,000 千円 預入期間が 3ヵ月を超える 
定期預金 

△ 114,000 千円 

有価証券勘定に含まれるﾏﾈ
ｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ 

10,017 千円 有価証券勘定に含まれるﾏﾈ
ｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ 

140,068 千円 

現金及び現金同等物 464,114 千円 現金及び現金同等物 724,868 千円 

 
 
４．セグメント情報 

(1)  事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度（自平成 12 年 4 月 1 日至平成 13 年 3 月 31 日） 
連結グループは、産業用コンピュータ及び周辺装置の開発､製造､販売のみを行っており､単一

の事業分野での事業活動を行っているため、記載を行っておりません。 
当連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日至平成 14 年 3 月 31 日） 
連結グループは、産業用コンピュータ及び周辺装置の開発､製造､販売のみを行っており､単一

の事業分野での事業活動を行っているため、記載を行っておりません。 
(2) 所在地別セグメント情報 
前連結会計年度（自平成 12 年 4 月 1 日至平成 13 年 3 月 31 日） 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日至平成 14 年 3 月 31 日） 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

(3) 海外売上高 
前連結会計年度（自平成 12 年 4 月 1 日至平成 13 年 3 月 31 日） 
海外売上高は連結売上高の１０％未満のため､記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日至平成 14 年 3 月 31 日） 
海外売上高は連結売上高の１０％未満のため､記載を省略しております。 



５．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相  (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
 　 当額及び期末残高相当額  　 当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 期 末 残 高 取 得 価 額 期 末 残 高
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円
機械装置及 機械装置及
び 運 搬 具 び 運 搬 具

無 形 固 定 無 形 固 定
資 産 資 産

 (2)未経過リース料期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額
38,832 千円 33,993 千円
66,775 千円 32,781 千円
105,607 千円 66,775 千円

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相  (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
    当額     当額

39,379 千円 41,173 千円
36,981 千円 38,014 千円
2,765 千円 2,278 千円

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法

その他の有
形固定資産

リース料総額とリース物件の取得価額相当
額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については利息法によっております｡

リース料総額とリース物件の取得価額相当
額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については利息法によっております｡

減価償却累
計額相当額

減価償却累
計額相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

 支払リース料
 減価償却費相当額
 支払利息相当額

 支払リース料

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

１ 年 内
１ 年 超
 合 計

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

１ 年 超
 合 計

 減価償却費相当額
 支払利息相当額

25,843 15,099 10,744

合　　計 199,586 137,128 62,457

63,119 40,430 22,688

110,623 81,598 29,024

14,431 16,436

107,509 100,472

29,815 33,303

63,262 50,732

合　　計

その他の有
形固定資産

１ 年 内

63,119

113,995

30,867

207,981

（ ）（ ）
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６．関連当事者との取引

前連結会計年度（自平成12年4月1日至平成13年3月31日）

親会社及び法人主要株主等
　

会社等

　 の名称 役員の兼務等事業上の関係

百万円 （被所有） 千円 千円

法人 ㈱ニコン 東 京 都 直接 16.0％ 当 社 製 品 電子機器

主要 千代田区 36,660 （所有） 転籍　2名 の 販 売 　 の販売 3,263,369 売掛金 322,891

株主 直接  0.0％

取引条件及び取引条件の決定方針等

   電子機器の販売については､総原価を勘案して見積価格を提示し、製品ごとに価格交渉の上決定して
 おります。

（注） 上記金額のうち､取引金額には消費税等が含まれておらず､期末残高には消費税等が含まれております。

当連結会計年度（自平成13年4月1日至平成14年3月31日）

親会社及び法人主要株主等
　

会社等

　 の名称 役員の兼務等事業上の関係

百万円 （被所有） 千円 千円

法人 ㈱ニコン 東 京 都 直接 16.0％ 当 社 製 品 電子機器

主要 千代田区 36,660 （所有） 転籍　2名 の 販 売 　 の販売 1,475,255 売掛金 107,206

株主 直接  0.0％

取引条件及び取引条件の決定方針等

   電子機器の販売については､総原価を勘案して見積価格を提示し、製品ごとに価格交渉の上決定して
 おります。

（注） 上記金額のうち､取引金額には消費税等が含まれておらず､期末残高には消費税等が含まれております。

科目 期末残高

精密、光学
機器の製造,
販売

議決権等の
所有被所有
割合

科目 期末残高

属性 住所 資本金
事業内容又
は職業

関係内容
取引の内容

事業内容又
は職業

取引金額

取引の内容

精密、光学
機器の製造,
販売

議決権等の
所有被所有
割合

取引金額属性 住所 資本金
関係内容
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７．税効果会計関係

 (1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別  (1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

 ①流動資産の部  ①流動資産の部

 （繰延税金資産）  （繰延税金資産）

    棚卸資産評価損 7,101 千円     棚卸資産評価損 2,190 千円

    賞与引当金 37,178     賞与引当金 13,683

    未払事業税 52,580     未払事業税 1,427

　　未実現利益の消去 10,380 　　未実現利益の消去 4,726

    そ　の　他 2,278     そ　の　他 2,438

   繰延税金資産合計 109,519 千円    繰延税金資産合計 24,466 千円

 （繰延税金負債）  （繰延税金負債）

    特別償却準備金 1,014 千円     特別償却準備金 957 千円

    その他有価証券評価差額金 150     そ　の　他 1,147

    そ　の　他 110    繰延税金負債合計 2,105
   繰延税金負債合計 1,274    繰延税金資産純額 22,360 千円

   繰延税金資産純額 108,244 千円      (2)固定資産の部 ②固定資産の部

　　　（繰延税金資産） （繰延税金資産）

     (2)固定資産の部 ②固定資産の部          退職給付引当金    退職給付引当金 46,321 千円

　　　（繰延税金資産） （繰延税金資産）          役員退職慰労引当金    役員退職慰労引当金 45,308

         退職給付引当金    退職給付引当金 33,958 千円          会員権評価損    会員権評価損 19,301

         役員退職慰労引当金    役員退職慰労引当金 36,766     投資有価証券評価損 5,772

         会員権評価損    会員権評価損 14,468     固定資産除却損 11,239

         そ　の　他    そ　の　他 11,370     ソフトウェア費 41,069

      繰延税金資産合計   繰延税金資産合計 96,563 千円     繰越欠損金 205,497

       （繰延税金負債） （繰延税金負債）          そ　の　他    そ　の　他 9,226

         その他有価証券評価差額金    その他有価証券評価差額金 25,480 千円       繰延税金資産合計   繰延税金資産小計 383,738

         特別償却準備金    特別償却準備金 4,824     評価性引当額 114,151

   繰延税金負債合計 30,304       繰延税金資産合計   繰延税金資産合計 269,587 千円
   繰延税金資産純額 66,258 千円        （繰延税金負債） （繰延税金負債）

         その他有価証券評価差額金    その他有価証券評価差額金 38,676 千円

         特別償却準備金    特別償却準備金 3,866

   繰延税金負債合計 42,543

   繰延税金資産純額 227,043 千円

 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負  (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

  担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳   担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

   法定実効税率 41.8 ％

　 　　（調整）
    交際費等永久に損金に算入 0.7
    されない項目
    受取配当金等永久に益金に 0.4
    算入されない項目
    住民税均等割 1.4
    評価性引当額 29.5
　　その他 0.0
    税効果会計適用後の法人税
　　等の負担率

当連結会計年度
（平成14年 3月31日現在）

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異が、法定実効税率の5/100以下であるた
め、記載しておりません。

前連結会計年度
（平成13年 3月31日現在）

10.6

△

△
△

△

-16-



8．有価証券取引関係

（1）その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円） （1）その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

 　① 株       式 399,996 471,105 71,108  　① 株       式 390,696 471,175 80,478

 　② 債       券  　② 債       券

     国債・地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－      国債・地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

     社        債 32,296 37,532 5,235      社        債 29,658 33,915 4,256

     そ   の   他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－      そ   の   他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

 　③ そ　の　他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－  　③ そ　の　他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

小  計 432,292 508,637 76,344 小  計 420,354 505,090 84,735

 　① 株       式 7,613 6,216 △ 1,397  　① 株       式 12,241 12,031 △ 210 

 　② 債       券  　② 債       券

     国債・地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－      国債・地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

     社        債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－      社        債 10,000 9,925 △ 75 

     そ   の   他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－      そ   の   他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

 　③ そ　の　他 30,600 17,004 △ 13,596  　③ そ　の　他 16,782 16,782 　　　　－

小  計 38,213 23,220 △ 14,993 小  計 39,023 38,738 △ 285 

合     計 470,505 531,857 61,351 合     計 459,378 543,828 84,450

（注）　投資有価証券について、18,489千円（その他有価証券で時価のある

　　　　株式4,671千円、投資信託13,818千円）減損処理を行っております。

（2）時価評価されていない主な有価証券 （単位：千円） （2）時価評価されていない主な有価証券 （単位：千円）

 ① 非上場株式（店頭売買株式を除く）  ① 非上場株式（店頭売買株式を除く）

 ② ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ　　　　  ② ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ　　　　

（3）その他有価証券のうち満期があるも （3）その他有価証券のうち満期があるも

     のの今後の償還予定額 （単位：千円）      のの今後の償還予定額 （単位：千円）

区　分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 区　分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

 ① 債　券  ① 債　券

  国債･地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－   国債･地方債 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

  社  　債 2,997 34,535 　　　　－ 　　　　－   社  　債 　　　　－ 43,840 　　　　－ 　　　　－

  そ の 他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－   そ の 他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

 ② その他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－  ② その他 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

9．デリバティブ取引関係

    当社及び連結子会社はデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

11,000

前連結会計年度
(平成13年3月31日現在）

その他有価証券

区　　　分
連結貸借対
照表計上額

差　　額取得原価

区　　　分

合  計

当連結会計年度
(平成14年3月31日現在）

区　　　分 取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額

連結貸借対照表計上額区　　　分

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合  計 152,068

10,017

21,017

その他有価証券

12,000

140,068
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10.退職給付関係

 (1)退職給付制度の概要  (1)退職給付制度の概要

 (2)退職給付債務に関する事項  (2)退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △ 404,201 千円 退職給付債務 △ 459,940 千円

年金資産残高 322,919 年金資産残高 349,065

退職給付引当金 △ 81,282 千円 退職給付引当金 △ 110,874 千円

 (3)退職給付費用に関する事項  (3)退職給付費用に関する事項

勤務費用 61,934 千円 勤務費用 66,240 千円

会計基準変更時差異の 退職給付費用合計 66,240 千円

損益処理額

   小 計 131,626

割増退職金 1,322

退職給付費用合計 132,949 千円

連結財務諸表提出会社は、適格退職年金制度を採用
しております。また、連結子会社は、退職金制度を
採用しておりません。

連結財務諸表提出会社は、適格退職年金制度を採用
しております。また、連結子会社は、退職金制度を
採用しておりません。

69,692

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日（ ) （ )
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５．生産、受注及び販売の状況
(1) 生産実績  （単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度
　　　　　期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
　 品　目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

組込みモジュール 848,325 80.1 476,720 △ 43.8
画像処理モジュール 66,169 63.8 84,631 27.9
計 測 通 信 機 器 82,744 △ 20.4 79,960 △ 3.4
小　計 997,240 62.0 641,311 △ 35.7

半導体製造装置関連 4,646,111 60.2 1,797,944 △ 61.3
産 業 用 制 御 機 器 496,815 △ 22.2 603,137 21.4
計 測 機 器 638,622 136.1 312,065 △ 51.1
小　計 5,781,550 51.8 2,713,148 △ 53.1
合　計 6,778,790 53.2 3,354,459 △ 50.5

（注）1.金額は製造原価にて表示しております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
(2) 商品仕入実績

前連結会計年度 当連結会計年度
　　　　　期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
　 品　目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

241,134 1.8 166,681 △ 30.9
241,134 1.8 166,681 △ 30.9

（注）1.金額は仕入価格にて表示しております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
(3) 受注状況及び販売状況
 ① 受注高

前連結会計年度 当連結会計年度
　　　　  期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
　品　　目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

5,726,594 23.3 2,065,418 △ 63.9
671,306 △ 10.6 618,122 △ 7.9
686,534 73.0 155,831 △ 77.3
7,084,436 22.3 2,839,372 △ 59.9

 ② 受注残高
前連結会計年度 当連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
　品　　目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

766,873 △ 43.8 260,219 △ 66.1
268,909 47.3 89,585 △ 66.7
102,469 △ 23.0 9,000 △ 91.2
1,138,252 △ 32.3 358,804 △ 68.5

(3) 販売実績
前連結会計年度 当連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
　 品　目 至　平成13年 3月31日 至　平成14年 3月31日

組込みモジュール 1,485,557 79.0 797,267 △ 46.3
画像処理モジュール 203,256 70.0 186,359 △ 8.3
計 測 通 信 機 器 282,096 26.3 219,912 △ 22.0
小　計 1,970,910 68.1 1,203,538 △ 38.9

半導体製造装置関連 6,325,367 54.5 2,572,073 △ 59.3
産 業 用 制 御 機 器 584,901 △ 16.5 797,445 36.3
計 測 機 器 717,150 123.1 249,300 △ 65.2
小　計 7,627,419 49.1 3,618,819 △ 52.6

商
品
自社製品関連商品 373,425 48.0 277,306 △ 25.7

合　計 9,971,755 52.4 5,099,664 △ 48.9

（注）1.金額は販売価格にて表示しております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

合　計

合　計

半導体製造装置関連
産 業 用 制 御 機 器
計 測 機 器

自 社 製 品 関 連 商 品

半導体製造装置関連
産 業 用 制 御 機 器
計 測 機 器

合　計

金　　額 前年同期比(％)

自
社
製
品

受
注
製
品

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

金　　額 前年同期比(％)

自
社
製
品

受
注
製
品
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)
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